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第４次 第５次

38,616 38,616 47,981 47,981

1 総
個人市民税
の資料収集
事務

賦課資料の収集に努
め、適正な課税を行
う。

納税義
務者

義
務

7,313
適切に資料収集を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 5,537
現状維

持
なし 維持

1
個人市民税
の資料収集
事務

確定申告書
（住民税用）
の収集

確定申告書件
数

49,000
件

49,266
件

2,828
確定申告書
（住民税用）
の収集

確定申告書件
数

51,000
件

2,969 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1
個人市民税
の資料収集
事務

給与支払報告
書（含むＭＴ
交換）・年金
支払報告書等
の収集

給与支払報告
書及び年金支
払報告書件数

250,00
0件

243,72
5件

4,485

給与支払報告
書（含むＭＴ
交換）・年金
支払報告書等
の収集

給与支払報告
書及び年金支
払報告書件数

250,00
0件

2,568 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 総

特別徴収の
扶養控除等
の見直しに
関する事務

特別徴収の扶養控除
等の見直しを行い、
課税の適正化と個人
住民税の増収をはか
る。

特別納
税義務

者

義
務

適切に扶養控除等の
見直しを行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 3
特別徴収の扶
養控除等の見
直し

現状維
持

なし
予算
なし

2

特別徴収の
扶養控除等
の見直しに
関する事務

申告書・給与
支払報告書の
見直し作業

見直しによる
増収額

15,000
千円

16,492
千円

申告書・給与
支払報告書の
見直し作業

見直しによる
増収額

15,000
千円 3

特別徴収の扶
養控除等の見
直し

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総

個人市民税
未申告者へ
の申告指導
事務

税負担の公平性と収
入化を確保するた
め、未申告者を減ら
し、税収の増加をは
かる。

納税義
務者

義
務

451

未申告者に対して通
知だけでなく、現地
調査も行っており、
成果が出ている。

Ａ 589 1
個人市民税未
申告者への申
告指導

現状維
持

なし 維持

3

個人市民税
未申告者へ
の申告指導
事務

未申告者指
導・調査

未申告者件数 1,000人 1,024人 451
未申告者指
導・調査

未申告者件数 1,000人 589 1
個人市民税未
申告者への申
告指導

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総

個人市民税
申告・確定
申告の相談
受付及び仮
収受

申告の相談を受け、
正確な申告書を提出
してもらうことによ
り、正確な課税を行
う。

納税義
務者

義
務

1,515

毎年増加する相談、
受付及び仮収受件数
に対応した事務を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 2,390
現状維

持
なし 維持

4

個人市民税
申告・確定
申告の相談
受付及び仮
収受

個人市民税申
告の相談、受
付

個人市民税申
告書件数

4,000件 3,134件 1,418
個人市民税申
告の相談、受
付

個人市民税申
告書件数

3,000件 1,735 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4

個人市民税
申告・確定
申告の相談
受付及び仮
収受

住宅借入金等
特別税額控除
申告受付

申告件数 2,500件 3,756件 92
住宅借入金等
特別税額控除
申告受付

申告書件数 100件 639
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4

個人市民税
申告・確定
申告の相談
受付及び仮
収受

確定申告の相
談、仮収受

相談件数
14,000
件

14,134
件

5
確定申告の相
談、仮収受

相談件数
14,000
件

16 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
個人市民税
の課税事務

課税資料により、公
平・適正な課税を行
う。

納税義
務者

義
務

27,138
適切に課税事務を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 36,888
現状維

持
なし 維持

5
個人市民税
の課税事務

個人市民税の
賦課

納税通知書件
数

決定・変更通
知書件数

56,000
件

25,000
件

56,277
件

25,304
件

27,138
個人市民税の
賦課

納税通知書件
数

決定・変更通
知書件数

56,000
件

25,000
件

36,888
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5
個人市民税
の課税事務

個人市民税の
調定

個人市民税調
定額

17,198,
588千円

17,184,
997千円

個人市民税の
調定

個人市民税調
定額

17,108,
319千円

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
個人市民税
の課税事務

個人市民税の
統計

統計資料の作
成期限

平成２１
年５月３
１日

平成２１
年５月３
１日

個人市民税の
統計

統計資料の作
成期限

平成２２
年５月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

決算内訳（千円）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名
実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

市民税課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

活動
優先
順位

④
継
続
性

市民税課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用
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活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

決算内訳（千円）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名
実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

市民税課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

活動
優先
順位

④
継
続
性

市民税課

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

6 総
個人市民税
の課税台帳
管理事務

課税台帳を管理する
ことにより、適切な
課税に資する。

納税義
務者

義
務

904

毎年増加する課税資
料に対応する管理事
務を行っており、成
果が出ている。

Ａ 1,085
現状維

持
なし 維持

6
個人市民税
の課税台帳
管理事務

課税台帳の管
理

課税対象世帯
件数

95,000
世帯

95,837
世帯

904
課税台帳の管
理

課税対象世帯
件数

96,000
世帯

1,085
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
個人市民税
の課税台帳
管理事務

住登外者、新
規支払義務者
等の登録・修
正

住登外者件数 350人 310人

住登外者、新
規支払義務者
等の登録・修
正

住登外者件数 350人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
法人市民税
に係る事務

公平・適正な課税を
行う。

納税義
務者

義
務

1,295
適切に課税事務を
行っており、成果が
出ている。

Ａ 1,492
現状維

持
なし 維持

7
法人市民税
に係る事務

法人市民税の
調定

法人市民税調
定額

2,540,0
00千円

2,409,1
61千円

1,295
法人市民税の
調定

法人市民税調
定額

2,119,5
60千円

1,492
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
法人市民税
に係る事務

法人市民税の
統計

統計資料の作
成期限

平成２１
年５月３
１日

平成２１
年５月３
１日

法人市民税の
統計

統計資料の作
成期限

平成２２
年５月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総

法人市民税
未申告法人
への申告指
導事務

税負担の公平性と収
入化を確保するた
め、未申告法人を減
らし、税収の増加を
はかる。

納税義
務者

義
務

未申告法人に対して
通知だけでなく、現
地調査も行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 2
法人市民税未
申告法人への
申告指導

現状維
持

なし
予算
なし

8

法人市民税
未申告法人
への申告指
導事務

未申告法人指
導・調査

未申告法人の
削減率

１５％ １１％
未申告法人指
導・調査

未申告法人の
削減率

１０％ 2
法人市民税未
申告法人への
申告指導

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


